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改正民法等・関連条文（財産管理・相続等関連部分抜粋） 

 

【民法】 

 

（裁判による共有物の分割） 

第二百五十八条 共有物の分割について共有者間に協議が調わないとき、又は協議

をすることができないときは、その分割を裁判所に請求することができる。 

２ 裁判所は、次に掲げる方法により、共有物の分割を命ずることができる。 

一 共有物の現物を分割する方法 

二 共有者に債務を負担させて、他の共有者の持分の全部又は一部を取得させる方

法 

３ 前項に規定する方法により共有物を分割することができないとき、又は分割に

よってその価格を著しく減少させるおそれがあるときは、裁判所は、その競売を

命ずることができる。 

４ 裁判所は、共有物の分割の裁判において、当事者に対して、金銭の支払、物の

引渡し、登記義務の履行その他の給付を命ずることができる。 

第二百五十八条の二 共有物の全部又はその持分が相続財産に属する場合におい

て、共同相続人間で当該共有物の全部又はその持分について遺産の分割をすべき

ときは、当該共有物又はその持分について前条の規定による分割をすることがで

きない。 

２ 共有物の持分が相続財産に属する場合において、相続開始の時から十年を経過

したときは、前項の規定にかかわらず、相続財産に属する共有物の持分について

前条の規定による分割をすることができる。ただし、当該共有物の持分について

遺産の分割の請求があった場合において、相続人が当該共有物の持分について同

条の規定による分割をすることに異議の申出をしたときは、この限りでない。 

３ 相続人が前項ただし書の申出をする場合には、当該申出は、当該相続人が前条

第一項の規定による請求を受けた裁判所から当該請求があった旨の通知を受けた

日から二箇月以内に当該裁判所にしなければならない。 

 

（・・・・・・・略・・・・・・・・） 

 

（所在等不明共有者の持分の取得） 

第二百六十二条の二 不動産が数人の共有に属する場合において、共有者が他の共

有者を知ることができず、又はその所在を知ることができないときは、裁判所

は、共有者の請求により、その共有者に、当該他の共有者（以下この条において

「所在等不明共有者」という。）の持分を取得させる旨の裁判をすることができ
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る。この場合において、請求をした共有者が二人以上あるときは、請求をした各

共有者に、所在等不明共有者の持分を、請求をした各共有者の持分の割合で按分

してそれぞれ取得させる。 

２ 前項の請求があった持分に係る不動産について第二百五十八条第一項の規定に

よる請求又は遺産の分割の請求があり、かつ、所在等不明共有者以外の共有者が

前項の請求を受けた裁判所に同項の裁判をすることについて異議がある旨の届出

をしたときは、裁判所は、同項の裁判をすることができない。 

３ 所在等不明共有者の持分が相続財産に属する場合（共同相続人間で遺産の分割

をすべき場合に限る。）において、相続開始の時から十年を経過していないとき

は、裁判所は、第一項の裁判をすることができない。 

４ 第一項の規定により共有者が所在等不明共有者の持分を取得したときは、所在

等不明共有者は、当該共有者に対し、当該共有者が取得した持分の時価相当額の

支払を請求することができる。 

５ 前各項の規定は、不動産の使用又は収益をする権利（所有権を除く。）が数人の

共有に属する場合について準用する。 

（所在等不明共有者の持分の譲渡） 

第二百六十二条の三 不動産が数人の共有に属する場合において、共有者が他の共

有者を知ることができず、又はその所在を知ることができないときは、裁判所

は、共有者の請求により、その共有者に、当該他の共有者（以下この条において

「所在等不明共有者」という。）以外の共有者の全員が特定の者に対してその有

する持分の全部を譲渡することを停止条件として所在等不明共有者の持分を当該

特定の者に譲渡する権限を付与する旨の裁判をすることができる。 

２ 所在等不明共有者の持分が相続財産に属する場合（共同相続人間で遺産の分割

をすべき場合に限る。）において、相続開始の時から十年を経過していないとき

は、裁判所は、前項の裁判をすることができない。 

３ 第一項の裁判により付与された権限に基づき共有者が所在等不明共有者の持分

を第三者に譲渡したときは、所在等不明共有者は、当該譲渡をした共有者に対

し、不動産の時価相当額を所在等不明共有者の持分に応じて按分して得た額の支

払を請求することができる。 

４ 前三項の規定は、不動産の使用又は収益をする権利（所有権を除く。）が数人の

共有に属する場合について準用する。 

 

（・・・・・・・略・・・・・・・・） 

 

（所有者不明土地管理命令） 
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第二百六十四条の二 裁判所は、所有者を知ることができず、又はその所在を知る

ことができない土地（土地が数人の共有に属する場合にあっては、共有者を知る

ことができず、又はその所在を知ることができない土地の共有持分）について、

必要があると認めるときは、利害関係人の請求により、その請求に係る土地又は

共有持分を対象として、所有者不明土地管理人（第四項に規定する所有者不明土

地管理人をいう。以下同じ。）による管理を命ずる処分（以下「所有者不明土地

管理命令」という。）をすることができる。 

２ 所有者不明土地管理命令の効力は、当該所有者不明土地管理命令の対象とされ

た土地（共有持分を対象として所有者不明土地管理命令が発せられた場合にあっ

ては、共有物である土地）にある動産（当該所有者不明土地管理命令の対象とさ

れた土地の所有者又は共有持分を有する者が所有するものに限る。）に及ぶ。 

３ 所有者不明土地管理命令は、所有者不明土地管理命令が発せられた後に当該所

有者不明土地管理命令が取り消された場合において、当該所有者不明土地管理命

令の対象とされた土地又は共有持分及び当該所有者不明土地管理命令の効力が及

ぶ動産の管理、処分その他の事由により所有者不明土地管理人が得た財産につい

て、必要があると認めるときも、することができる。 

４ 裁判所は、所有者不明土地管理命令をする場合には、当該所有者不明土地管理

命令において、所有者不明土地管理人を選任しなければならない。 

（所有者不明土地管理人の権限） 

第二百六十四条の三 前条第四項の規定により所有者不明土地管理人が選任された

場合には、所有者不明土地管理命令の対象とされた土地又は共有持分及び所有者

不明土地管理命令の効力が及ぶ動産並びにその管理、処分その他の事由により所

有者不明土地管理人が得た財産（以下「所有者不明土地等」という。）の管理及

び処分をする権利は、所有者不明土地管理人に専属する。 

２ 所有者不明土地管理人が次に掲げる行為の範囲を超える行為をするには、裁判

所の許可を得なければならない。ただし、この許可がないことをもって善意の第

三者に対抗することはできない。 

一 保存行為 

二 所有者不明土地等の性質を変えない範囲内において、その利用又は改良を目的

とする行為 

（所有者不明土地等に関する訴えの取扱い） 

第二百六十四条の四 所有者不明土地管理命令が発せられた場合には、所有者不明

土地等に関する訴えについては、所有者不明土地管理人を原告又は被告とする。 

（所有者不明土地管理人の義務） 



 

4 

 

第二百六十四条の五 所有者不明土地管理人は、所有者不明土地等の所有者（その

共有持分を有する者を含む。）のために、善良な管理者の注意をもって、その権

限を行使しなければならない。 

２ 数人の者の共有持分を対象として所有者不明土地管理命令が発せられたとき

は、所有者不明土地管理人は、当該所有者不明土地管理命令の対象とされた共有

持分を有する者全員のために、誠実かつ公平にその権限を行使しなければならな

い。 

（所有者不明土地管理人の解任及び辞任） 

第二百六十四条の六 所有者不明土地管理人がその任務に違反して所有者不明土地

等に著しい損害を与えたことその他重要な事由があるときは、裁判所は、利害関

係人の請求により、所有者不明土地管理人を解任することができる。 

２ 所有者不明土地管理人は、正当な事由があるときは、裁判所の許可を得て、辞

任することができる。 

（所有者不明土地管理人の報酬等） 

第二百六十四条の七 所有者不明土地管理人は、所有者不明土地等から裁判所が定

める額の費用の前払及び報酬を受けることができる。 

２ 所有者不明土地管理人による所有者不明土地等の管理に必要な費用及び報酬

は、所有者不明土地等の所有者（その共有持分を有する者を含む。）の負担とす

る。 

（所有者不明建物管理命令） 

第二百六十四条の八 裁判所は、所有者を知ることができず、又はその所在を知る

ことができない建物（建物が数人の共有に属する場合にあっては、共有者を知る

ことができず、又はその所在を知ることができない建物の共有持分）について、

必要があると認めるときは、利害関係人の請求により、その請求に係る建物又は

共有持分を対象として、所有者不明建物管理人（第四項に規定する所有者不明建

物管理人をいう。以下この条において同じ。）による管理を命ずる処分（以下こ

の条において「所有者不明建物管理命令」という。）をすることができる。 

２ 所有者不明建物管理命令の効力は、当該所有者不明建物管理命令の対象とされ

た建物（共有持分を対象として所有者不明建物管理命令が発せられた場合にあっ

ては、共有物である建物）にある動産（当該所有者不明建物管理命令の対象とさ

れた建物の所有者又は共有持分を有する者が所有するものに限る。）及び当該建

物を所有し、又は当該建物の共有持分を有するための建物の敷地に関する権利

（賃借権その他の使用及び収益を目的とする権利（所有権を除く。）であって、

当該所有者不明建物管理命令の対象とされた建物の所有者又は共有持分を有する

者が有するものに限る。）に及ぶ。 
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３ 所有者不明建物管理命令は、所有者不明建物管理命令が発せられた後に当該所

有者不明建物管理命令が取り消された場合において、当該所有者不明建物管理命

令の対象とされた建物又は共有持分並びに当該所有者不明建物管理命令の効力が

及ぶ動産及び建物の敷地に関する権利の管理、処分その他の事由により所有者不

明建物管理人が得た財産について、必要があると認めるときも、することができ

る。 

４ 裁判所は、所有者不明建物管理命令をする場合には、当該所有者不明建物管理

命令において、所有者不明建物管理人を選任しなければならない。 

５ 第二百六十四条の三から前条までの規定は、所有者不明建物管理命令及び所有

者不明建物管理人について準用する。 

 

（管理不全土地管理命令） 

第二百六十四条の九 裁判所は、所有者による土地の管理が不適当であることによ

って他人の権利又は法律上保護される利益が侵害され、又は侵害されるおそれが

ある場合において、必要があると認めるときは、利害関係人の請求により、当該

土地を対象として、管理不全土地管理人（第三項に規定する管理不全土地管理人

をいう。以下同じ。）による管理を命ずる処分（以下「管理不全土地管理命令」

という。）をすることができる。 

２ 管理不全土地管理命令の効力は、当該管理不全土地管理命令の対象とされた土

地にある動産（当該管理不全土地管理命令の対象とされた土地の所有者又はその

共有持分を有する者が所有するものに限る。）に及ぶ。 

３ 裁判所は、管理不全土地管理命令をする場合には、当該管理不全土地管理命令

において、管理不全土地管理人を選任しなければならない。 

（管理不全土地管理人の権限） 

第二百六十四条の十 管理不全土地管理人は、管理不全土地管理命令の対象とされ

た土地及び管理不全土地管理命令の効力が及ぶ動産並びにその管理、処分その他

の事由により管理不全土地管理人が得た財産（以下「管理不全土地等」とい

う。）の管理及び処分をする権限を有する。 

２ 管理不全土地管理人が次に掲げる行為の範囲を超える行為をするには、裁判所

の許可を得なければならない。ただし、この許可がないことをもって善意でかつ

過失がない第三者に対抗することはできない。 

一 保存行為 

二 管理不全土地等の性質を変えない範囲内において、その利用又は改良を目的と

する行為 

３ 管理不全土地管理命令の対象とされた土地の処分についての前項の許可をする

には、その所有者の同意がなければならない。 
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（管理不全土地管理人の義務） 

第二百六十四条の十一 管理不全土地管理人は、管理不全土地等の所有者のため

に、善良な管理者の注意をもって、その権限を行使しなければならない。 

２ 管理不全土地等が数人の共有に属する場合には、管理不全土地管理人は、その

共有持分を有する者全員のために、誠実かつ公平にその権限を行使しなければな

らない。 

（管理不全土地管理人の解任及び辞任） 

第二百六十四条の十二 管理不全土地管理人がその任務に違反して管理不全土地等

に著しい損害を与えたことその他重要な事由があるときは、裁判所は、利害関係

人の請求により、管理不全土地管理人を解任することができる。 

２ 管理不全土地管理人は、正当な事由があるときは、裁判所の許可を得て、辞任

することができる。 

（管理不全土地管理人の報酬等） 

第二百六十四条の十三 管理不全土地管理人は、管理不全土地等から裁判所が定め

る額の費用の前払及び報酬を受けることができる。 

２ 管理不全土地管理人による管理不全土地等の管理に必要な費用及び報酬は、管

理不全土地等の所有者の負担とする。 

（管理不全建物管理命令） 

第二百六十四条の十四 裁判所は、所有者による建物の管理が不適当であることに

よって他人の権利又は法律上保護される利益が侵害され、又は侵害されるおそれ

がある場合において、必要があると認めるときは、利害関係人の請求により、当

該建物を対象として、管理不全建物管理人（第三項に規定する管理不全建物管理

人をいう。第四項において同じ。）による管理を命ずる処分（以下この条におい

て「管理不全建物管理命令」という。）をすることができる。 

２ 管理不全建物管理命令は、当該管理不全建物管理命令の対象とされた建物にあ

る動産（当該管理不全建物管理命令の対象とされた建物の所有者又はその共有持

分を有する者が所有するものに限る。）及び当該建物を所有するための建物の敷

地に関する権利（賃借権その他の使用及び収益を目的とする権利（所有権を除

く。）であって、当該管理不全建物管理命令の対象とされた建物の所有者又はそ

の共有持分を有する者が有するものに限る。）に及ぶ。 

３ 裁判所は、管理不全建物管理命令をする場合には、当該管理不全建物管理命令

において、管理不全建物管理人を選任しなければならない。 

４ 第二百六十四条の十から前条までの規定は、管理不全建物管理命令及び管理不

全建物管理人について準用する。 
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（・・・・・・・略・・・・・・・・） 

 

（相続財産の保存） 

第八百九十七条の二 家庭裁判所は、利害関係人又は検察官の請求によって、いつ

でも、相続財産の管理人の選任その他の相続財産の保存に必要な処分を命ずるこ

とができる。ただし、相続人が一人である場合においてその相続人が相続の単純

承認をしたとき、相続人が数人ある場合において遺産の全部の分割がされたと

き、又は第九百五十二条第一項の規定により相続財産の清算人が選任されている

ときは、この限りでない。 

２ 第二十七条から第二十九条までの規定は、前項の規定により家庭裁判所が相続

財産の管理人を選任した場合について準用する。 

 

（共同相続の効力） 

第八百九十八条 相続人が数人あるときは、相続財産は、その共有に属する。 

２ 相続財産について共有に関する規定を適用するときは、第九百条から第九百二

条までの規定により算定した相続分をもって各相続人の共有持分とする。 

 

（・・・・・・・略・・・・・・・・） 

 

（法定相続分） 

第九百条 同順位の相続人が数人あるときは、その相続分は、次の各号の定めると

ころによる。 

一 子及び配偶者が相続人であるときは、子の相続分及び配偶者の相続分は、各二

分の一とする。 

二 配偶者及び直系尊属が相続人であるときは、配偶者の相続分は、三分の二と

し、直系尊属の相続分は、三分の一とする。 

三 配偶者及び兄弟姉妹が相続人であるときは、配偶者の相続分は、四分の三と

し、兄弟姉妹の相続分は、四分の一とする。 

四 子、直系尊属又は兄弟姉妹が数人あるときは、各自の相続分は、相等しいもの

とする。ただし、父母の一方のみを同じくする兄弟姉妹の相続分は、父母の双方

を同じくする兄弟姉妹の相続分の二分の一とする。 

（代襲相続人の相続分） 

第九百一条 第八百八十七条第二項又は第三項の規定により相続人となる直系卑属

の相続分は、その直系尊属が受けるべきであったものと同じとする。ただし、直

系卑属が数人あるときは、その各自の直系尊属が受けるべきであった部分につい

て、前条の規定に従ってその相続分を定める。 
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２ 前項の規定は、第八百八十九条第二項の規定により兄弟姉妹の子が相続人とな

る場合について準用する。 

（遺言による相続分の指定） 

第九百二条 被相続人は、前二条の規定にかかわらず、遺言で、共同相続人の相続

分を定め、又はこれを定めることを第三者に委託することができる。 

２ 被相続人が、共同相続人中の一人若しくは数人の相続分のみを定め、又はこれ

を第三者に定めさせたときは、他の共同相続人の相続分は、前二条の規定により

定める。 

 

（・・・・・・・略・・・・・・・・） 

 

（期間経過後の遺産の分割における相続分） 

第九百四条の三 前三条の規定は、相続開始の時から十年を経過した後にする遺産

の分割については、適用しない。ただし、次の各号のいずれかに該当するとき

は、この限りでない。 

一 相続開始の時から十年を経過する前に、相続人が家庭裁判所に遺産の分割の請

求をしたとき。 

二 相続開始の時から始まる十年の期間の満了前六箇月以内の間に、遺産の分割を

請求することができないやむを得ない事由が相続人にあった場合において、その

事由が消滅した時から六箇月を経過する前に、当該相続人が家庭裁判所に遺産の

分割の請求をしたとき。 

 

（・・・・・・・略・・・・・・・・） 

 

（遺産の分割の基準） 

第九百六条 遺産の分割は、遺産に属する物又は権利の種類及び性質、各相続人の

年齢、職業、心身の状態及び生活の状況その他一切の事情を考慮してこれをす

る。 

 

（・・・・・・・略・・・・・・・・） 

 

（相続の放棄をした者による管理） 

第九百四十条 相続の放棄をした者は、その放棄の時に相続財産に属する財産を現

に占有しているときは、相続人又は第九百五十二条第一項の相続財産の清算人に

対して当該財産を引き渡すまでの間、自己の財産におけるのと同一の注意をもっ

て、その財産を保存しなければならない。 
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２ 第六百四十五条、第六百四十六条並びに第六百五十条第一項及び第二項の規定

は、前項の場合について準用する。 

 

（・・・・・・・略・・・・・・・・） 

 

（相続財産の清算人の選任） 

第九百五十二条 前条の場合には、家庭裁判所は、利害関係人又は検察官の請求に

よって、相続財産の清算人を選任しなければならない。 

２ 前項の規定により相続財産の清算人を選任したときは、家庭裁判所は、遅滞な

く、その旨及び相続人があるならば一定の期間内にその権利を主張すべき旨を公

告しなければならない。この場合において、その期間は、六箇月を下ることがで

きない。 

（不在者の財産の管理人に関する規定の準用） 

第九百五十三条 第二十七条から第二十九条までの規定は、前条第一項の相続財産

の清算人（以下この章において単に「相続財産の清算人」という。）について準

用する。 

（相続財産の清算人の報告） 

第九百五十四条 相続財産の清算人は、相続債権者又は受遺者の請求があるとき

は、その請求をした者に相続財産の状況を報告しなければならない。 

（相続財産法人の不成立） 

第九百五十五条 相続人のあることが明らかになったときは、第九百五十一条の法

人は、成立しなかったものとみなす。ただし、相続財産の清算人がその権限内で

した行為の効力を妨げない。 

（相続財産の清算人の代理権の消滅） 

第九百五十六条 相続財産の清算人の代理権は、相続人が相続の承認をした時に消

滅する。 

２ 前項の場合には、相続財産の清算人は、遅滞なく相続人に対して清算に係る計

算をしなければならない。 

（相続債権者及び受遺者に対する弁済） 

第九百五十七条 第九百五十二条第二項の公告があったときは、相続財産の清算人

は、全ての相続債権者及び受遺者に対し、二箇月以上の期間を定めて、その期間

内にその請求の申出をすべき旨を公告しなければならない。この場合において、

その期間は、同項の規定により相続人が権利を主張すべき期間として家庭裁判所

が公告した期間内に満了するものでなければならない。 
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２ 第九百二十七条第二項から第四項まで及び第九百二十八条から第九百三十五条

まで（第九百三十二条ただし書を除く。）の規定は、前項の場合について準用す

る。 

（権利を主張する者がない場合） 

第九百五十八条 第九百五十二条第二項の期間内に相続人としての権利を主張する

者がないときは、相続人並びに相続財産の清算人に知れなかった相続債権者及び

受遺者は、その権利を行使することができない。 

（特別縁故者に対する相続財産の分与） 

第九百五十八条の二 前条の場合において、相当と認めるときは、家庭裁判所は、

被相続人と生計を同じくしていた者、被相続人の療養看護に努めた者その他被相

続人と特別の縁故があった者の請求によって、これらの者に、清算後残存すべき

相続財産の全部又は一部を与えることができる。 

２ 前項の請求は、第九百五十二条第二項の期間の満了後三箇月以内にしなければ

ならない。 

（残余財産の国庫への帰属） 

第九百五十九条 前条の規定により処分されなかった相続財産は、国庫に帰属す

る。この場合においては、第九百五十六条第二項の規定を準用する。 

 

 

【非訟事件手続法】 

 

（所有者不明土地管理命令及び所有者不明建物管理命令） 

第九十条 民法第二編第三章第四節の規定による非訟事件は、裁判を求める事項に

係る不動産の所在地を管轄する地方裁判所の管轄に属する。 

２ 裁判所は、次に掲げる事項を公告し、かつ、第二号の期間が経過した後でなけ

れば、所有者不明土地管理命令（民法第二百六十四条の二第一項に規定する所有

者不明土地管理命令をいう。以下この条において同じ。）をすることができな

い。この場合において、同号の期間は、一箇月を下ってはならない。 

一 所有者不明土地管理命令の申立てがその対象となるべき土地又は共有持分につ

いてあったこと。 

二 所有者不明土地管理命令をすることについて異議があるときは、所有者不明土

地管理命令の対象となるべき土地又は共有持分を有する者は一定の期間内にその

旨の届出をすべきこと。 

三 前号の届出がないときは、所有者不明土地管理命令がされること。 

３ 民法第二百六十四条の三第二項又は第二百六十四条の六第二項の許可の申立て

をする場合には、その許可を求める理由を疎明しなければならない。 
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４ 裁判所は、民法第二百六十四条の六第一項の規定による解任の裁判又は同法第

二百六十四条の七第一項の規定による費用若しくは報酬の額を定める裁判をする

場合には、所有者不明土地管理人（同法第二百六十四条の二第四項に規定する所

有者不明土地管理人をいう。以下この条において同じ。）の陳述を聴かなければ

ならない。 

５ 次に掲げる裁判には、理由を付さなければならない。 

一 所有者不明土地管理命令の申立てを却下する裁判 

二 民法第二百六十四条の三第二項又は第二百六十四条の六第二項の許可の申立て

を却下する裁判 

三 民法第二百六十四条の六第一項の規定による解任の申立てについての裁判 

６ 所有者不明土地管理命令があった場合には、裁判所書記官は、職権で、遅滞な

く、所有者不明土地管理命令の対象とされた土地又は共有持分について、所有者

不明土地管理命令の登記を嘱託しなければならない。 

７ 所有者不明土地管理命令を取り消す裁判があったときは、裁判所書記官は、職

権で、遅滞なく、所有者不明土地管理命令の登記の抹消を嘱託しなければならな

い。 

８ 所有者不明土地管理人は、所有者不明土地管理命令の対象とされた土地又は共

有持分及び所有者不明土地管理命令の効力が及ぶ動産の管理、処分その他の事由

により金銭が生じたときは、その土地の所有者又はその共有持分を有する者のた

めに、当該金銭を所有者不明土地管理命令の対象とされた土地（共有持分を対象

として所有者不明土地管理命令が発せられた場合にあっては、共有物である土

地）の所在地の供託所に供託することができる。この場合において、供託をした

ときは、法務省令で定めるところにより、その旨その他法務省令で定める事項を

公告しなければならない。 

９ 裁判所は、所有者不明土地管理命令を変更し、又は取り消すことができる。 

１０ 裁判所は、管理すべき財産がなくなったとき（管理すべき財産の全部が供託

されたときを含む。）その他財産の管理を継続することが相当でなくなったとき

は、所有者不明土地管理人若しくは利害関係人の申立てにより又は職権で、所有

者不明土地管理命令を取り消さなければならない。 

１１ 所有者不明土地等（民法第二百六十四条の三第一項に規定する所有者不明土

地等をいう。以下この条において同じ。）の所有者（その共有持分を有する者を

含む。以下この条において同じ。）が所有者不明土地等の所有権（その共有持分

を含む。）が自己に帰属することを証明したときは、裁判所は、当該所有者の申

立てにより、所有者不明土地管理命令を取り消さなければならない。この場合に

おいて、所有者不明土地管理命令が取り消されたときは、所有者不明土地管理人
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は、当該所有者に対し、その事務の経過及び結果を報告し、当該所有者に帰属す

ることが証明された財産を引き渡さなければならない。 

１２ 所有者不明土地管理命令及びその変更の裁判は、所有者不明土地等の所有者

に告知することを要しない。 

１３ 所有者不明土地管理命令の取消しの裁判は、事件の記録上所有者不明土地等

の所有者及びその所在が判明している場合に限り、その所有者に告知すれば足り

る。 

１４ 次の各号に掲げる裁判に対しては、当該各号に定める者に限り、即時抗告を

することができる。 

一 所有者不明土地管理命令 利害関係人 

二 民法第二百六十四条の六第一項の規定による解任の裁判 利害関係人 

三 民法第二百六十四条の七第一項の規定による費用又は報酬の額を定める裁判 

所有者不明土地管理人 

四 第九項から第十一項までの規定による変更又は取消しの裁判 利害関係人 

１５ 次に掲げる裁判に対しては、不服を申し立てることができない。 

一 民法第二百六十四条の二第四項の規定による所有者不明土地管理人の選任の裁

判 

二 民法第二百六十四条の三第二項又は第二百六十四条の六第二項の許可の裁判 

１６ 第二項から前項までの規定は、民法第二百六十四条の八第一項に規定する所

有者不明建物管理命令及び同条第四項に規定する所有者不明建物管理人について

準用する。 

（管理不全土地管理命令及び管理不全建物管理命令） 

第九十一条 民法第二編第三章第五節の規定による非訟事件は、裁判を求める事項

に係る不動産の所在地を管轄する地方裁判所の管轄に属する。 

２ 民法第二百六十四条の十第二項又は第二百六十四条の十二第二項の許可の申立

てをする場合には、その許可を求める理由を疎明しなければならない。 

３ 裁判所は、次の各号に掲げる裁判をする場合には、当該各号に定める者の陳述

を聴かなければならない。ただし、第一号に掲げる裁判をする場合において、そ

の陳述を聴く手続を経ることにより当該裁判の申立ての目的を達することができ

ない事情があるときは、この限りでない。 

一 管理不全土地管理命令（民法第二百六十四条の九第一項に規定する管理不全土

地管理命令をいう。以下この条において同じ。） 管理不全土地管理命令の対象

となるべき土地の所有者 

二 民法第二百六十四条の十第二項の許可の裁判 管理不全土地管理命令の対象と

された土地の所有者 
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三 民法第二百六十四条の十二第一項の規定による解任の裁判 管理不全土地管理

人（同法第二百六十四条の九第三項に規定する管理不全土地管理人をいう。以下

この条において同じ。） 

四 民法第二百六十四条の十三第一項の規定による費用の額を定める裁判 管理不

全土地管理人 

五 民法第二百六十四条の十三第一項の規定による報酬の額を定める裁判 管理不

全土地管理人及び管理不全土地管理命令の対象とされた土地の所有者 

４ 次に掲げる裁判には、理由を付さなければならない。 

一 管理不全土地管理命令の申立てについての裁判 

二 民法第二百六十四条の十第二項の許可の申立てについての裁判 

三 民法第二百六十四条の十二第一項の規定による解任の申立てについての裁判 

四 民法第二百六十四条の十二第二項の許可の申立てを却下する裁判 

５ 管理不全土地管理人は、管理不全土地管理命令の対象とされた土地及び管理不

全土地管理命令の効力が及ぶ動産の管理、処分その他の事由により金銭が生じた

ときは、その土地の所有者（その共有持分を有する者を含む。）のために、当該

金銭を管理不全土地管理命令の対象とされた土地の所在地の供託所に供託するこ

とができる。この場合において、供託をしたときは、法務省令で定めるところに

より、その旨その他法務省令で定める事項を公告しなければならない。 

６ 裁判所は、管理不全土地管理命令を変更し、又は取り消すことができる。 

７ 裁判所は、管理すべき財産がなくなったとき（管理すべき財産の全部が供託さ

れたときを含む。）その他財産の管理を継続することが相当でなくなったとき

は、管理不全土地管理人若しくは利害関係人の申立てにより又は職権で、管理不

全土地管理命令を取り消さなければならない。 

８ 次の各号に掲げる裁判に対しては、当該各号に定める者に限り、即時抗告をす

ることができる。 

一 管理不全土地管理命令 利害関係人 

二 民法第二百六十四条の十第二項の許可の裁判 管理不全土地管理命令の対象と

された土地の所有者 

三 民法第二百六十四条の十二第一項の規定による解任の裁判 利害関係人 

四 民法第二百六十四条の十三第一項の規定による費用の額を定める裁判 管理不

全土地管理人 

五 民法第二百六十四条の十三第一項の規定による報酬の額を定める裁判 管理不

全土地管理人及び管理不全土地管理命令の対象とされた土地の所有者 

六 前二項の規定による変更又は取消しの裁判 利害関係人 

９ 次に掲げる裁判に対しては、不服を申し立てることができない。 

一 民法第二百六十四条の九第三項の規定による管理不全土地管理人の選任の裁判 
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二 民法第二百六十四条の十二第二項の許可の裁判 

１０ 第二項から前項までの規定は、民法第二百六十四条の十四第一項に規定する

管理不全建物管理命令及び同条第三項に規定する管理不全建物管理人について準

用する。 

 

 

【所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法】 

 

第四十二条 国の行政機関の長又は地方公共団体の長（次項及び第五項並びに次条

第二項及び第五項において「国の行政機関の長等」という。）は、所有者不明土

地につき、その適切な管理のため特に必要があると認めるときは、家庭裁判所に

対し、民法（明治二十九年法律第八十九号）第二十五条第一項の規定による命令

又は同法第九百五十二条第一項の規定による相続財産の清算人の選任の請求をす

ることができる。 

２ 国の行政機関の長等は、所有者不明土地につき、その適切な管理のため特に必

要があると認めるときは、地方裁判所に対し、民法第二百六十四条の二第一項の

規定による命令の請求をすることができる。 

３ 市町村長は、管理不全所有者不明土地につき、次に掲げる事態の発生を防止す

るため特に必要があると認めるときは、地方裁判所に対し、民法第二百六十四条

の九第一項の規定による命令の請求をすることができる。 

一 当該管理不全所有者不明土地における土砂の流出又は崩壊その他の事象により

その周辺の土地において災害を発生させること。 

二 当該管理不全所有者不明土地の周辺の地域において環境を著しく悪化させるこ

と。 

４ 市町村長は、管理不全隣接土地につき、次に掲げる事態の発生を防止するため

特に必要があると認めるときは、地方裁判所に対し、民法第二百六十四条の九第

一項の規定による命令の請求をすることができる。 

一 当該管理不全隣接土地及び当該管理不全隣接土地に係る管理不全所有者不明土

地における土砂の流出又は崩壊その他の事象によりその周辺の土地において災害

を発生させること。 

二 当該管理不全隣接土地及び当該管理不全隣接土地に係る管理不全所有者不明土

地の周辺の地域において環境を著しく悪化させること。 

５ 国の行政機関の長等は、第二項（市町村長にあっては、前三項）の規定による

請求をする場合において、当該請求に係る土地にある建物につき、その適切な管

理のため特に必要があると認めるときは、地方裁判所に対し、当該請求と併せて
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民法第二百六十四条の八第一項又は第二百六十四条の十四第一項の規定による命

令の請求をすることができる。 

 

 

【建物の区分所有等に関する法律（区分所有法）】 

 

（区分所有者の権利義務等） 

第六条 区分所有者は、建物の保存に有害な行為その他建物の管理又は使用に関し

区分所有者の共同の利益に反する行為をしてはならない。 

２ 区分所有者は、その専有部分又は共用部分を保存し、又は改良するため必要な

範囲内において、他の区分所有者の専有部分又は自己の所有に属しない共用部分

の使用を請求することができる。この場合において、他の区分所有者が損害を受

けたときは、その償金を支払わなければならない。 

３ 第一項の規定は、区分所有者以外の専有部分の占有者（以下「占有者」とい

う。）に準用する。 

４ 民法（明治二十九年法律第八十九号）第二百六十四条の八及び第二百六十四条

の十四の規定は、専有部分及び共用部分には適用しない。 

 

 

【家事事件手続法】 

 

（供託等） 

第百四十六条の二 家庭裁判所が選任した管理人は、不在者の財産の管理、処分そ

の他の事由により金銭が生じたときは、不在者のために、当該金銭を不在者の財

産の管理に関する処分を命じた裁判所の所在地を管轄する家庭裁判所の管轄区域

内の供託所に供託することができる。 

２ 家庭裁判所が選任した管理人は、前項の規定による供託をしたときは、法務省

令で定めるところにより、その旨その他法務省令で定める事項を公告しなければ

ならない。 

 


